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二輪車メーカーの開発パートナーとして培った樹脂加工技術で、新市場に挑む

株式会社 ヤマト製作所

浜松市浜名区に本社を構える㈱ヤマト製作所は

二輪車エンジンの吸気システムにおける基幹部品

であるエアクリーナーの製造業者だ。中小企業な

らではの柔軟な対応と高い樹脂加工技術によって

多品種少量生産を実現し、創業時より日本が誇る

二輪車サプライチェーンの一端を担ってきた。近

年では、既存事業の強化だけでなく、60年の歴史

で培った技術力を異分野の知見と掛け合わせるこ

とで、農業や医療といった新市場の開拓を目指し

ている。

二輪車エアクリーナーに特化し、
国際供給網の一端を担う

㈱ヤマト製作所は、二輪車のエアクリーナーの

製造・開発に携わっていた小
お ぎ

木彬
よし

生
お

氏が独立し、

1966年に創業した。競合他社が四輪車のフィル

ター事業に注力する中、同社は中型・大型を主と

した二輪車に特化し、開発・設計から製造・販売、

品質保証までを一貫して手掛けている。主要取引

先であるヤマハ発動機㈱やカワサキモータース㈱

といったグローバルメーカーからの国際水準の要

望に応えることで、その専門性を深化させてきた。

二輪車のエアクリーナーは、外気を取り込み空

気の流れを調節する役割を持つフィルターケース

と、ケース内に設置され空気中のゴミを吸着させ

ることで有害物質をろ過するエレメント（フィル

ター）で構成される（写真１）。

同社にとって大きな転機となったのが、1970

年代にフィルターケースやエレメントフレームの

素材を板金から樹脂へ転換したことだ。板金で製

作していた際は、穴あけや曲げなどの加工に工数

がかかり、コストや時間の面でロスが多かったが、

樹脂化によってコスト負担を抑えつつ製品の軽量

化を実現した。また、複雑な形状の部品でも一体

成形が可能となり、納期の短縮にもつながった。

特に70年代から80年代にかけては、二輪車需要

の高まりに伴い受注が増加し、樹脂化による生産

性の向上が業績にも大きく寄与することとなった。

並行して生産体制の整備も進めていく。1976

年、81年に立て続けに工場を新設、生産ライン

の多拠点化を図る。2000年以降には第２工場の

倉庫を組立工場へ改築し、新たに北棟・南棟を建

設するなど工場を拡張、生産能力を強化した。

一定の経営規模を持ち良質な雇用をもたらす中核企業は、地域経済において重要な役割を一定の経営規模を持ち良質な雇用をもたらす中核企業は、地域経済において重要な役割を
担っている。本シリーズでは、地域に根を張り、環境変化に対応しながら成長を続ける担っている。本シリーズでは、地域に根を張り、環境変化に対応しながら成長を続ける
県内中核企業を紹介していく。県内中核企業を紹介していく。

▲写真左　　�2023年６月に新設した第２工場南棟の外観
▲写真右上　デジタル化を進める第２工場南棟内の様子
▲写真右下　�社員が連携し部品の製造に取り組む様子
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▲写真１　エアクリーナーの内部（左）／エレメント（右） ▲写真２　�ヤマハ技術開発賞を受賞したエアクリーナーを搭載
するヤマハ車

エアクリーナー

2010年にはカワサキモータース㈱のタイ進出

に追従し、子会社Yamato Filter (Thailand) Co.,Ltd.

を設立。現地の工場には本社工場と同じ設備を導

入し、国内と遜色ない品質の製品を生産できるよ

うにしている。グローバルな供給体制を確立した

ことで、ドゥカティやトライアンフといった欧州

二輪車メーカーにも取引を広げている。

ゲストエンジニアとして取引先に常駐
多様な樹脂溶着技術で競争優位性を高める
エアクリーナーの構造はエンジンの吸気量に影

響し、車両の燃費や加速性能を左右する。たとえ

同じエンジンであっても、車両の性能や用途に応

じて最適な空気量が異なることから、二輪車メー

カーではエアフィルターを含む吸気システム全体

を専用設計・開発することが多い。

そこで同社では、取引先の開発部署に技術開発

部の社員をゲストエンジニアとして常駐させてい

る。協業体制を築くことで、他部品への影響など

を考慮した全体最適を図りつつ、潜在課題の抽出

や設計提案を行うことを可能としているほか、取

引先の要望に対し迅速かつ柔軟な対応も行う。こ

のような高い専門的知識や同社の技術・リソース・

納期を考慮した調整力は取引先からも高く評価さ

れ、ある得意先では現在に至るまで約40年もの間、

計４名の社員がその役割を引き継いできた。同社

としても開発の上流から関与することにより、モ

デルチェンジや新製品開発といった勝負どころと

なる情報をいち早く入手でき、競争優位性につな

がっている。

また、製品の特長や用途に応じてさまざまな樹

脂溶着技術を使い分けている。取引先の設計意向

を反映する過程において、常に最適な溶着技術を

模索し、新たな技術に着目、特殊な設備を取り入

れてきた。たとえば、直近導入した赤外線溶着機

は国内でも導入している企業は珍しい。赤外線溶

着は赤外線による熱で樹脂を溶かし、溶融した溶

着面を加圧して接着する技術であるが、溶融量が

多いことから、異材であっても接合部の強度や気

密性が高いというメリットがあり、エレメントと

樹脂フレームの溶着に利用されている。その他、

振動溶着※１や超音波溶着※２など多様な技術も取

り入れることで、成形部品の強度を保ちつつ溶着

するという難易度の高い加工にも対応している。

このように、同社独自の協働力やサポート力、

さらには高度な技術力が掛け合わさり、開発力を

差別化。2023年には振動溶着技術を用いること

で、ボトルレス化による軽量化や、立体化による

フィルター表面積拡張などを実現。新構造エアク

リーナーの開発によりエンジン性能が格段に向上

し、ヤマハ技術開発賞の受賞に至った（写真２）。

社員の多能工化と横連携強化により
高度な技術に磨きをかける

こうした強みの維持・向上のために、社員の人

材育成に注力してきた。新入社員に対し、入社後

３カ月間はＯＪＴによる研修期間を設けており、

配属に関わらず製造部、営業技術部、技術開発部

など同社の全部署を１～３週間ごとにローテー

ションで体験する。これにより、事業の全体像へ

の理解を深め、先輩社員と交わる機会にしている。

また、既往の配属部署や経歴に応じて異動や兼務

も実施。社員に複数の業務を経験させることで多

※１　樹脂をこすり合わせる摩擦熱で溶着する技術
※２　プラスチック樹脂に圧力を加えながら超音波振動を伝達し、接合部を溶融させ接合する技術
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能工化を促している。

研修制度はキャリアパスに応じて体系化してい

る。新入社員向けの基礎的な技術の習得を目的と

した研修に加えて、将来的に組織の要となる中堅

社員に対してもマネジメント力の向上といった研

修を実施。あわせて、射出成形技能検定やＱＣ検

定などの積極的な受検を推奨し、上位級の資格取

得者には奨励金を支給することで、製造現場にお

ける高度な技術の維持に努めている。

なお、ＯＪＴや異動・兼務などの部署を横断し

た業務は、個人の成長だけでなく、情報の共有を

はじめとする横連携の強化にも寄与している。各

現場の状況に即した指示や提案が可能となること

で、通常業務の流れがスムーズになり納期の短縮

にもつながったほか、イレギュラーな事象に対し

ても迅速な初動対応ができるようになり、現場対

応力の向上といった副次効果も生じている。

グリーン化・デジタル化投資を進め
取引基盤の強化を図る

グローバルメーカーの一次サプライヤーとして、

同社は環境への高い意識をもって経営に挑んでき

た。2006年にはエコアクション21の認証を取得。

同ガイドラインにのっとり環境経営方針を策定し、

機械設備の電動化や省エネ化に取り組むことで、

エネルギー使用量および二酸化炭素排出量や廃棄

物排出量の削減を進めている。

その上で、多品種少量生産ならではのコスト効

率における課題を解決すべく、2023年に設立し

た第２工場南棟にはＡＩ・ＩｏＴの技術を積極的

に導入。ネジ締めロボットで作業の一部を自動化

するほか、ＡＩ画像認識による工程分析や品質

チェックも取り入れる。

このような持続可能なモノづくりを推進するこ

とで、取引基盤の強化を図りつつ、さらなるシェ

ア拡大にも動き出している。

オープンイノベーションを掲げ新規事業に挑み、
新たな価値の提供を目指す

近年、大型二輪車の需要は堅調であるものの、

モビリティの電動化・知能化の流れは加速してい

る。小木社長は、中型・大型二輪車における電動

研究員　炭元 さおり
Sumimoto Saori

代表取締役社長／小木 丈
たけ

生
お

所 在 地／浜松市浜名区尾野 2285-1

設　  立／ 1966 年（昭和 41年）

売 上 高／ 23 億円（2025 年 12 月期）

従業員数／ 82 人（2025 年 12 月時点）

事業内容／�自動二輪車、汎用機用エアクリー

ナー等

Ｕ Ｒ Ｌ／ https://yamatoseisakusyo.jp

株式会社　ヤマト製作所

化の流れは緩やかだが不可逆的だと考え、余力が

あるうちに第２、第３の事業の柱をたてることを

決意、創業50周年を迎えた2016年より新事業構

築に着手した。当初は自前での事業創出を試みた

が、サービス作りの知見が不足しており、なかな

か芽が出なかった。そこで23年に30代の若手社

員を中心とした経営企画室を設立、地元企業やス

タートアップなどと積極的に連携する方針に転換

した。長年培ってきた技術と新たな知見とを掛け

合わせることで自社単独では解決できない壁を乗

り越え、現在２つの新規事業プロジェクトが市場

投入を見据えた実証実験のフェーズまで進んでい

る。農業分野では、畜産由来の悪臭対策として電

力不要のフィルタレーションを開発。医療分野で

は、酸素ボンベを携帯するための医療用キャリー

の筐
きょうたい

体をデザインした。小木社長は「異なる分野

の人材や専門的知識といった『新しい風』を社内

に取り込むことで社員の意識改革を促し、挑戦を

恐れない組織風土を醸成していきたい」と語る。

2025年、同社は40年までに年商100億円規模

を目指す「100億宣言」を実施した。今後は、外

部の知見や他社との共創によるオープンイノベー

ションの推進を掲げ、既存事業の収益力強化と新

市場の開拓を目指す。長年培った技術を深化させ

ながらも、二輪車部品メーカーであることにこだ

わらず、新しい価値を創造し続ける当社の今後に

期待したい。
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